
民生部門における再生可能エネルギー利用拡大促進事業

家庭・事業所への再エネ由来電力の共同購入事業等を通じた再エネ利用の拡大を促進。

再エネ由来電力切替の共同購入は、一般家庭等から再エネ由来電力の購入希望者を募り、一定量の需要をまと

め、電力小売事業者に対し競り下げ方式での競争入札にかけることで、スケールメリットによる価格低減で再エネ由

来電力への切替を促す仕組み

首都圏９都県市（東京・神奈川等）をはじめ、京都府・福岡市等が競争入札の運用を担う民間事業者との協定

事業として展開しており、環境省や全国知事会でも民間ノウハウを活用した優良連携事例として特集されている

■事業概要

民間のノウハウを活用しながら
官民地域連携で効果的に
ゼロカーボン北海道を実現

事業のポイント

【自 治 体】
・ 再エネ利活用を効果的
に推進

【需 要 家】
・ 購入コストの削減
【小売電気事業者】
・ 営業コストの削減

資料２
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令和４年度当初予算額 4,964千円



事業者のCO2排出量見える化（イメージ）

事業者の皆さま

北海道排出量ボード

・自社のCO2排出量認識
・排出量の公表自体をトレンド化
・脱炭素関連広告でビジネスを促
進
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オープンデータ化！

周知

<主な機能>

• CO2排出量を自動計算

•業種別のほか、経年変化をグラフで可視化

家庭のCO2排出量見える化アプリ（イメージ）

北海道応援団会議・企業など

市町村

<主な機能>

• CO2排出量を自動計算

•使用量、CO2排出量の経時

変化をグラフ、表で可視化

• CO2排出削減に係る情報提

供
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市町村別排出
データの取得

アプリ提供
アプリ設計
保守・管理

開発・運用
委託

市町村別CO2
排出量データ提供

モノやポイントなど応援

道民の皆さま

入力を促す
プッシュ通知

ポイントなどの
インセンティブ

・自己のCO2排出量認識
・排出削減への動機付け
・脱炭素関連情報の提供による
削減意欲を加速化

温対計画の目標設定等にも活用！

道民・事業者のCO2排出量の「見える化」

■事業概要

各家庭からの二酸化炭素を「見える化」するためのアプリを開発し、道民に利用してもらうことにより、行

動変容を促すとともに、そのデータの活用により、市町村単位での排出量算定を精緻化

民間事業者が自らの活動に伴うCO2排出量を算定し、WEB上で公表する「北海道排出量ボード」を作成し、

事業者の脱炭素意欲を醸成
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令和４年度当初予算額 37,430千円


